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第30期
定時株主総会招集ご通知 
2017年4月1日→2018年3月31日

2018年６月18日（月曜日）
午前10時（午前９時30分開場） 

日時

東京都新宿区新宿六丁目27番30号
新宿イーストサイドスクエア17階
当社セミナールーム

場所

第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役７名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件

議案
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株主の皆様へ

TOP MESSAGE

　平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。第30期定時株主総会を2018年６月18日に開
催いたしますので、ここに招集のご通知をお届けいたします。
　第２次３か年計画の２年目となる第30期（2017年４月１日～2018年３月31日）は、クラウドビ
ジネスの成長やセキュリティビジネス拡大に向けた自社サービスの拡充が進められるとともに、IoT 
（モノのインターネット）ビジネスの方向性として建設・製造分野に対する付加価値の提供と定めるな
ど、大きな成長に向けた準備が着実に進展した１年となりました。
　第31期（2018年４月１日～2019年３月31日）は、第２次３か年計画の締め括りの年度として、
採用活動と教育の強化、コア・パートナー制度の推進、運用サービスのAI化、IoTビジネスモデルの確
立など飛躍するための準備完遂を目指してまいります。
　日頃ご支援いただいている株主の皆様への利益の還元につきましては、１株あたり15円の配当金を
ご提案申し上げます。当社グループ企業と共に従業員一丸となって大きな成長を目指してまいります
ので、株主の皆様におかれましては、引き続きご理解とご支援のほどよろしくお願い申し上げます。
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第30期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第30期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、後記
の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2018
年６月15日（金曜日）午後３時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。
� 敬　具

記

１ 日 時 2018年６月18日（月曜日）午前10時（午前９時30分開場）

２
場 所 東京都新宿区新宿六丁目27番30号

新宿イーストサイドスクエア17階　当社セミナールーム
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３ 目的事項
報告事項 1.  ‌�第30期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2.  第30期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役７名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件

以　上

証券コード　4726

2018年５月28日

株　主　各　位
東京都新宿区新宿六丁目27番30号

ソフトバンク・テクノロジー株式会社
代表取締役社長  阿 多 親 市

招集ご通知
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◎　当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い申し上げます。

◎　�本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、事業報告の「新株予約権等の状況」、「業務の適正を確保する
ための体制および当該体制の運用状況の概要」、連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記
表」につきましては、法令および定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（※）
に掲載しており、本招集ご通知および提供書面には記載していません。本招集ご通知の提供書面に記載され
ている事業報告、連結計算書類および計算書類は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して、また監
査役会が監査報告を作成するに際して監査をした各書類の一部です。

◎　�株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット
上の当社ウェブサイト（※）に掲載させていただきます。

（※）	 当社ウェブサイトアドレス
	 http://www.softbanktech.co.jp/

　開会
　　監査報告
　　報告事項の報告
　　決議事項の議案内容説明
　　今後の事業戦略の説明
　　質疑応答
　　議案の採決
　閉会

当社では、事業報告の内容をさらに具体的に今後の
事業戦略を含めてご説明しております。質疑応答の
時間も設けておりますのでぜひご参加ください。

（ご参考）第30期定時株主総会式次第
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件
　当社は、株主の皆様の利益を重要な経営方針の一つと位置付けており、企業体質の強化を図り

ながら、持続的な企業価値の向上に努めております。株主の皆様への利益の還元策としては、配

当による成果の配分を基本に考え、毎期の連結業績、投資計画、手元資金の状況等を総合的に勘

案しながら、安定的かつ継続的に配当を実施する方針です。

　上記の基本方針に基づき、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまして、以下の

とおりの期末配当を実施いたしたいと存じます。

１ 配当財産の種類

金銭

２ 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株当たり15円

総額　296,765,370円

３ 剰余金の配当が効力を生じる日

2018年６月19日

（注）�当社は、2017年６月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施しました。当期の１株あたりの配当金15
円は、株式分割前基準に換算すると１株につき30円となり、前期と同額になります。
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第２号議案 取締役７名選任の件
　取締役全員６名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の
一層の強化を図るため取締役１名増員し、取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりです。

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位・担当

1 阿
あ

多
た

 親
し ん

市
い ち

	 再　任
代表取締役社長
最高経営責任者（CEO）執行役員

2 佐
さ

藤
と う

 光
み つ

浩
ひ ろ

	 再　任
取締役
副社長執行役員 兼 CSO 
兼 技術統括

3 後
ご

藤
と う

 行
ゆ き

正
ま さ

	 再　任
取締役
常務執行役員 兼 営業統括

4 喜
き

多
た

村
む ら

 晃
あきら

	 新　任
上席執行役員
技術副統括 兼 パートナー
兼 PMパートナー本部長

5 児
こ

玉
だ ま

　 崇
たかし

	 新　任   
上席執行役員
営業副統括 
兼 ソリューション営業本部長

6 鈴
す ず

木
き

 茂
し げ

男
お

	 再　任  社外取締役  独立役員 取締役

7 宗
む な

像
か た

 義
よ し

恵
え

	 再　任  社外取締役  独立役員 取締役
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株主総会参考書類

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する当社株式の数

60,000株

１. 阿
あ

多
た

 親
し ん 	い ち

市（1958年９月28日生） 再　任

1998年 １ 月 マイクロソフト㈱（現日本マイク
ロソフト㈱）常務取締役

2000年 ５ 月 同社代表取締役社長
2003年 ８ 月 ソフトバンクBB㈱常務取締役（現

ソフトバンク㈱）
2005年 ６ 月 ビートラステッド・ジャパン㈱

（現サイバートラスト㈱）代表取
締役社長 兼 CEO

2006年 ４ 月 ボーダフォン㈱（現ソフトバンク
㈱）専務執行役
情報システム・CS統括本部長

2006年 ６ 月 日本テレコム㈱（現ソフトバンク
㈱）取締役

2007年 ６ 月 ソフトバンクテレコム㈱（現ソ
フトバンク㈱）専務執行役員 兼 
CISO 情報システム・CS統括

2007年 ６ 月 ソフトバンクBB㈱（現ソフトバ
ンク㈱）取締役専務執行役員 兼 
CISO 情報システム・CS統括

2010年 ６ 月 ソフトバンクモバイル㈱（現ソフ
トバンク㈱）取締役専務執行役員 
兼 CISO 情報システム・CS統括

2012年 ４ 月 当社最高経営責任者（CEO）執行
役員（現任）

2012年 ６ 月 当社代表取締役社長（現任）
2012年 ６ 月 サイバートラスト㈱取締役会長
2013年 ６ 月 フォントワークス㈱取締役（現任）
2014年 ８ 月 ミラクル・リナックス㈱取締役
2015年 ７ 月 アソラテック㈱ 取締役（現任）
2016年 ６ 月 フォントワークス㈱代表取締役

社長
2017年10月 サイバートラスト㈱代表取締役

社長
2018年 ４ 月 サイバートラスト㈱取締役会長

（現任）

取締役候補者
とした理由

阿多親市氏は、これまで当社の代表取締役社長として、強いリーダーシップで当社および当社グループ全体を牽
引しております。長年にわたる会社経営者としての経営全般における豊富な経験に基づき、当社および当社グ
ループの経営戦略を実行・推進し、持続的な企業価値の向上を図っております。当社グループの大きな成長およ
び長期ビジョン実現の牽引者として適切な人材と判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものです。

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する当社株式の数

15,000株

２. 佐
さ

藤
とう

 光
みつ ひろ

浩（1962年９月16日生） 再　任

1986年 ４ 月 アベソフトウェア㈱（現アベイズ
ム㈱）入社

1991年 １ 月 ソフトバンク㈱（現ソフトバンク
グループ㈱）入社

1998年 ８ 月 当社入社
2000年12月 当社執行役員
2009年10月 当社執行役員 Webビジネスサー

ビス事業部長
2010年 ６ 月 当社取締役（現任）
2012年 ５ 月 M-SOLUTIONS㈱代表取締役社

長（現任）

2012年 ６ 月 当社執行役員 兼 CTO 兼 CISO 兼 
Research & Business Development
推進本部長

2013年 ６ 月 フォントワークス㈱取締役（現任）
2014年 ３ 月 サイバートラスト㈱取締役
2015年10月 当社常務執行役員 兼 CSO 兼 技

術統括 兼 PMパートナー本部長
2016年 ６ 月 ミラクル・リナックス㈱取締役
2016年12月 ㈱環 代表取締役社長（現任）
2018年 ４ 月 当社副社長執行役員 兼 CSO 兼 

技術統括（現任）

取締役候補者
とした理由

佐藤光浩氏は、当社の技術部門を統括し、プロジェクト管理体制の強化による品質向上や最先端のICT技術を利
用した独自サービス等の付加価値の高いサービスによる事業基盤の強化・拡大を推進しております。当社のサー
ビスを支える専門的な見識・経験を有しており、当社の更なる企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役としての選任をお願いするものです。
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略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する当社株式の数

12,000株

４. 喜
き

多
た

村
むら

 晃
あきら

（1971年５月26日生）

1994年 ４ 月 日本事務器㈱入社
2001年11月 当社入社
2013年 ４ 月 当社執行役員 Research ＆ Business 

Development推進本部副本部長
2013年 ７ 月 ㈱環 取締役（現任）
2014年 ４ 月 当社執行役員 CISO 管理統括管

理本部副本部長 兼 Research & 
Business Development 推 進
本部長

2015年 ４ 月 当社執行役員 技術統括エンター
プライズソリューション本部長

2016年 ４ 月 当社執行役員 技術統括 IoTプラ
ットフォーム本部長 兼 技術統括
エンタープライズソリューショ
ン本部長

2017年 ４ 月 当社執行役員 技術統括テクニカ
ルソリューション本部長

2018年 ４ 月 当社上席執行役員 技術副統括 兼 
パートナー 兼 PMパートナー本
部長（現任）

取締役候補者
とした理由

喜多村晃氏は、長年にわたり当社の技術部門を支えるとともに、Research & Business Development部門の責
任者や子会社の取締役も務め、当社グループの成長に寄与してまいりました。これらの事業、技術、経営に関す
る幅広い知見および実績から、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断し、取締役としての選任
をお願いするものです。

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する当社株式の数

19,000株

３. 後
ご

藤
とう

 行
ゆき まさ

正（1957年11月11日生） 再　任

1995年 ４ 月 ㈱ソフトクリエイト取締役
システム営業部長

1999年10月 プラネックスコミュニケーショ
ンズ㈱取締役副社長

2000年10月 オンセール㈱（現ガンホー・オン
ライン・エンターテイメント㈱）
代表取締役社長

2003年 ４ 月 ㈱日立メディコ構造改革推進室
長

2007年 ４ 月 同社メディカルIT事業部・営業本
部長

2008年 ５ 月 当社入社
2008年 ８ 月 当 社 ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 部

AccountOneビジネス部長

2010年 ３ 月 M-SOLUTIONS㈱取締役（現任）
2010年 ４ 月 当社営業本部エンタープライズ

統括部長
2010年11月 当社執行役員 エンタープライズ

営業統括部長
2012年 ６ 月 当社取締役（現任）
2013年 ４ 月 当社常務執行役員 兼 クラウドソ

リューション事業部長 兼 営業本
部長

2014年 ８ 月 ミラクル・リナックス㈱取締役
2017年 ４ 月 当社常務執行役員 兼 営業統括 

（現任）

取締役候補者
とした理由

後藤行正氏は、当社の営業部門を統括し、顧客企業が求める最適かつ最良のソリューションを提供し、顧客基盤
の拡大・強化に取り組み、収益性の向上に寄与しております。これまでの実績および豊富な営業経験を有してい
ることから、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断し、引き続き取締役としての選任をお願い
するものです。

新　任
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株主総会参考書類

新　任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する当社株式の数

－

所有する当社株式の数

－

５. 児
こ

玉
だま

 崇
たかし

（1968年５月20日生）

６. 鈴
すず

木
き

 茂
しげ

男
お

（1954年７月29日生）

1989年 ４ 月 富士通㈱入社
1993年 ２ 月 日本オラクル㈱入社
1996年 ４ 月 Oracle Corporation（米国）出向
2003年 ６ 月 ミラクル・リナックス㈱ 戦略事

業推進室 室長 兼 営業部長
2007年 ６ 月 同社カスタマーサービス本部長
2007年12月 Asianux Corporation（中国）董

事
2008年 ７ 月 ミラクル・リナックス㈱ 代表取

締役社長 兼 最高経営責任者
2015年 ４ 月 同社取締役会長
2015年 ４ 月 当社執行役員 管理統括 Research 

＆ Business Development推進
本部長

2015年 ７ 月 アソラテック㈱ 代表取締役（現
任）

2016年 ４ 月 当社執行役員 営業統括第三営業
本部長

2017年 ４ 月 当社執行役員 営業統括公共営業
本部長 兼 ソリューション企画本
部長

2017年10月 当社執行役員 営業副統括 兼 ソ
リューション企画本部長

2018年 ４ 月 当社上席執行役員 営業副統括 兼 
ソリューション営業本部長（現
任）

1979年 ４ 月 DXアンテナ㈱入社
1990年 ９ 月 ㈱神戸製鋼所入社 新分野事業本

部 情報エレクトロニクス本部
1994年 １ 月 コベルコシステム㈱出向

ネットワーク事業本部部長代理
2001年 １ 月 ソフトバンク・コマース㈱（現ソ

フトバンクコマース＆サービス
㈱）入社 アリバ事業部執行役員

2003年 １ 月 ソフトバンクBB㈱（現ソフトバ
ンクコマース＆サービス㈱）転籍 
流通事業本部副本部長

2005年 ４ 月 ネクストコム㈱（現三井情報㈱）
入社　第六事業本部長

2006年 ６ 月 同社取締役常務執行役員営業部
門統括

2012年 ４ 月 三井情報㈱ 取締役常務執行役員 
事業管掌

2015年 ４ 月 同社取締役 常務執行役員 管掌
（ビジネスアライアンス部、商
社・不動産営業本部、金融営業
本部、通信・産業営業本部、次
世代コミュニケーション事業本
部）先端技術センター長

2016年 ６ 月 当社取締役（現任）

社外取締役 独立役員

取締役候補者
とした理由

児玉崇氏は、海外を含むIT業界における幅広い経験および知見を有しており、当社の公共部門の営業責任者およ
び当社子会社の経営トップを務め、当社グループの成長に寄与してまいりました。その営業および企業経営に関
する豊富な経験と実績から、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断し、取締役としての選任を
お願いするものです。

社外取締役候補者
とした理由

鈴木茂男氏は、企業運営の豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の経営を監督していただくととも
に、IT業界に関する幅広い経験および見識による助言をいただくことにより、業務執行の監督機能の強化と
事業運営に関する有益な助言をいただくため、引き続き社外取締役としての選任をお願いするものです。

再　任
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（注）1．�候補者児玉崇氏は、当社の連結子会社であるアソラテック㈱の代表取締役を務めており、同社と当社との間にはシステム開発・運用受
託および管理業務受託の取引関係があります。なお、同氏以外の各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。

	 2．�候補者鈴木茂男氏および宗像義恵氏は社外取締役候補者です。
	 3．�候補者鈴木茂男氏および宗像義恵氏は、当社が定める社外独立性基準を満たしております。当社は、鈴木茂男氏および宗像義恵氏につ

きましては、㈱東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として届け出ており、両氏の再
任が承認された場合は、引き続き独立役員とする予定です。

		  ※当社の社外独立性基準につきましては、以下のウェブサイトよりご確認ください。
		  　http://www.softbanktech.co.jp/corp/ir/management/management_03/
	 4．�当社は、適切な人材の招聘を容易にし、期待される役割を十分発揮できるようにするため、定款第29条第２項において、業務執行取締

役等でない取締役との間で損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めております。これにより、鈴木茂男氏および宗像義恵氏
は、当社との間で責任限定契約を締結しており、再任をご承認いただいた場合、上記責任限定契約を継続する予定です。ただし、当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、定款第29条第２項ただし書きに基づき、1,000万円または法令が規定する最低責任限度額のい
ずれか高い額とするものです。

	 5．�候補者鈴木茂男氏および宗像義恵氏は、現在当社の社外取締役であり、在任期間は本定時株主総会の終結の時をもってそれぞれ２年、
１年となります。

�

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する当社株式の数

－

７. 宗
むな

像
かた

 義
よし

恵
え

（1958年６月20日生）

1981年 ４ 月 大日本印刷㈱入社
1983年12月 インテルジャパン（現インテル

㈱）入社
1999年 ２ 月 同社コミュニケーション製品事

業本部長
2001年 ４ 月 同社社長室長 経営企画・政府渉

外担当
2004年 ２ 月 同社事業開発本部長
2009年 ４ 月 同社取締役副社長
2016年10月 ビーグローブ㈱設立 代表取締役

（現任）
2017年 ６ 月 当社取締役（現任）

社外取締役 独立役員

社外取締役候補者
とした理由

宗像義恵氏は、企業運営の豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の経営を監督していただくととも
に、IoTデバイスに搭載される半導体に関する幅広い経験および見識による助言をいただくことにより、業
務執行の監督機能の強化と事業運営に関する有益な助言をいただくため、社外取締役としての選任をお願い
するものです。

再　任
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株主総会参考書類

（注）1．�候補者内藤隆志氏と当社との間に特別な利害関係はありません。
	 2．�候補者内藤隆志氏は、現在および過去５年間において、当社の親会社であるソフトバンクグループ㈱およびその子会社（ソフトバンク 

モバイル㈱、㈱ウィルコム（以上、現ソフトバンク㈱）、汐留リース㈱、SB Product Group Japan㈱）において業務を執行しており、
当該業務執行者としての地位および担当は、上記「略歴、地位および重要な兼職の状況」欄に記載のほか、以下のとおりです。

		  　�汐留リース㈱ 代表取締役（2013年３月～2016年９月）、SB Product Group Japan㈱ 代表取締役（2013年９月～2015年11月）、
同社代表清算人（2015年11月～2016年９月）

	 3．�当社は、適切な人材の招聘を容易にし、期待される役割を十分発揮できるようにするため、定款第37条第２項において、監査役との
間で損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めております。本議案をご承認いただいた場合、当社と候補者内藤隆志氏は、か
かる責任限定契約を締結する予定です。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、定款第37条第２項ただし書きに基づき、
100万円または法令が規定する最低責任限度額のいずれか高い額とするものです。

第３号議案 監査役１名選任の件

新　任

略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

－

内
ない

藤
とう

 隆
たか

志
し

（1964年５月30日生）

1989年 ４ 月 日本国際通信㈱入社
2005年 ４ 月 日本テレコム㈱（現ソフトバンク

㈱）財務本部 事業計画部 部長
2005年10月 同社財務本部 経理部 部長
2007年 ４ 月 同社財務本部 経理統括部 統括部

長
2008年 ４ 月 同社財務本部 経理統括部 統括部

長 兼 内部統制室 室長
2009年 ４ 月 ソフトバンクモバイル㈱、ソフ

トバンクBB㈱、ソフトバンクテ
レコム㈱（いずれも現ソフトバン
ク㈱、以下総称して「通信三社」）
購買本部 本部長代行

2010年 ４ 月 通信三社 購買本部 本部長
2010年 ７ 月 ソフトバンクモバイル㈱（現ソフ

トバンク㈱）財務経理本部 本部
長

2010年 ８ 月 ㈱ウィルコム（現ソフトバンク
㈱）管財人代理

2012年 ７ 月 ソフトバンクモバイル㈱（現ソフ
トバンク㈱）執行役員 財務経理
本部 本部長（現任）

2013年 ７ 月 ㈱ウィルコム（現ソフトバンク
㈱） 執行役員 兼 CFO 兼 財務統
括 統括担当代行

2014年 ４ 月 ソフトバンク㈱（現ソフトバンク
グループ㈱）経営企画、海外シナ
ジー推進統括 経営企画部 部長補
佐

2016年 ６ 月 SBプレイヤーズ㈱ 監査役（現任）
2018年 ３ 月 ソフトバンク㈱ 執行役員 財務統

括 財務経理本部 本部長 兼 財務
統括 上場準備室 執行役員室長
（現任）

監査役候補者
とした理由

内藤隆志氏は、ソフトバンクグループ各社における業務執行者としての財務経理分野およびグループ経営に関す
る専門的な知見および豊富な経験を有しており、経営全般およびIT業界に精通した的確な監査が期待できること
から、監査業務を適切に遂行できると判断し、監査役としての選任をお願いするものです。

　監査役三村一平氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、その補欠として監査役１名の
選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本監査役候補者の任期は当社定款の定めにより、退任される監査役の任期の満了すべき時
までとなります。
　また、本議案の提出にあたってはあらかじめ監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりです。

� 以　上
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当期の業績は、売上高49,140百万円（前期比△2.2％）、営業利益2,176百万円（前期比△2.9％）、
経常利益2,399百万円（前期比＋4.9％）、親会社株主に帰属する当期純利益1,556百万円（前期比△
2.6％）となりました。
当期の業績に関する主な増減要因は、以下のとおりです。

（a）売上高
売上高は49,140百万円となり、前期と比較して1,084百万円（2.2％）減少しました。クラウド開
発や運用保守サービス案件は順調に拡大したものの、ITインフラソリューションにおける機器販売
の取り扱い商材を見直したことにより、減収となりました。

（b）限界利益（注）
限界利益は13,744百万円となり、前期と比較して877百万円（6.8％）増加しました。クラウド開
発や運用保守サービス案件が順調に拡大していることに加え、機器販売の取り扱い商材の見直しを
行ったことにより、限界利益率も向上しました。

（注）限界利益＝売上高－変動費（売上高とともに変化する商品仕入や外注費、物流費等）

（c）固定費
固定費は11,567百万円となり、前期と比較して941百万円（8.9％）増加しました。これは主に、
採用を強化したことによる人件費等の増加によるものです。

1 当社グループ（企業集団）の現況

（1）事業の経過および成果

（提供書面）
事業報告（2017年４月１日から2018年３月31日まで）
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事業報告

（d）営業利益
上記の結果、営業利益は2,176百万円となり、前期と比較して64百万円（2.9％）減少しました。

（e）EBITDA（注）
EBITDAは3,309百万円となり、前期と比較して77百万円（2.4％）増加しました。

（注）EBITDA＝営業損益＋減価償却費＋のれん償却費

（f）営業外損益
営業外損益は223百万円の利益となり、前期と比較して177百万円（393.5％）増加しました。これ
は主に、持分法による投資利益の増加によるものです。

（g）経常利益
上記（d）～（f）の結果、経常利益は2,399百万円となり、前期と比較して113百万円（4.9％）増加
しました。

（h）特別損益
特別損益は20百万円の損失となり、前期と比較して12百万円（163.2％）損失が増加しました。こ
れは主に、子会社のオフィス移転に伴う中途解約違約金の発生によるものです。

（i）税金等調整前当期純利益
上記（g）～（h）の結果、税金等調整前当期純利益は2,379百万円となり、前期と比較して100百万
円（4.4％）増加しました。

（ j）法人税等合計
法人税等合計は741百万円となり、前期と比較して126百万円（20.6％）増加しました。
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49,140

第30期
（2018.3）

50,225

第29期
（2017.3）

2.2%減

前期比

売上高� （百万円）

2,241 2,176

2.9%減

前期比

第30期
（2018.3）

第29期
（2017.3）

営業利益� （百万円）

2,286 2,399

4.9%増

前期比

第30期
（2018.3）

第29期
（2017.3）

経常利益� （百万円）

1,598 1,556

2.6%減

前期比

第30期
（2018.3）

第29期
（2017.3）

親会社株主に帰属する当期純利益�（百万円）

（k）親会社株主に帰属する当期純利益
（i）～（j）の結果、親会社株主に帰属する当期純利益は1,556百万円となり、前期と比較して41百万
円（2.6％）減少しました。
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事業報告

サービス別の状況

　当社グループが営む「ICTサービス事業」を構成する主要なサービスの業績は次のとおりです。

デジタルマーケティング

　当サービスの売上高は21,970百万円となり、前期と比較して82百万円（0.4％）減少しました。
これは主に、シマンテックストア事業の売上高が減少したことによるものです。
　限界利益は3,200百万円となり、前期と比較して19百万円（0.6％）減少しました。これは、ウェ
ブサイトのアクセス解析等を行う、データアナリティクス分野の利益率が低下したことによるもの
です。

主な事業内容
シマンテックストア等のECサイト運営代行
サービスやウェブフォントサービスの提供
およびウェブサイトのアクセス解析ツール
を基点としたコンサルティングサービスな
ど顧客のデジタルマーケティング支援サー
ビスの提供など

構成比

44.7%

22,05321,970

第30期
（2018.3）

第29期
（2017.3）

0.4%減

前期比

売上高� （百万円）

3,220 3,200

第30期
（2018.3）

第29期
（2017.3）

0.6%減

前期比

限界利益� （百万円）

売上高 �21,970 百万円（前期比 0.4%減）

限界利益 � 3,200 百万円（前期比 0.6%減）
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プラットフォームソリューション
構成比

23.5%

　当サービスの売上高は11,555百万円となり、前期と比較して3,303百万円（22.2％）減少しま
した。これは主に、ITインフラソリューションにおける大型機器販売の取り扱い商材について見直
しを行ったことによるものです。
　限界利益は4,805百万円となり、前期と比較して85百万円（1.8％）増加しました。当社単体に
おける売上高は減少したものの、自社開発のコンテンツやサービス提供を行う子会社のサイバー
トラスト㈱の売上高拡大により、増益となりました。

主な事業内容
サーバー・ストレージ、ネットワークな
ど情報基盤の設計や構築、運用保守サー
ビスをはじめ、セキュリティシステムの
構築・運用およびリナックスを中心とし
たオープンソースソフトウェアのソリ
ューション提供など

14,859

11,555

第30期
（2018.3）

第29期
（2017.3）

22.2%減

前期比

売上高� （百万円）

4,720 4,805

第30期
（2018.3）

第29期
（2017.3）

1.8%増

前期比

限界利益� （百万円）

売上高 �11,555 百万円（前期比 22.2%減）

限界利益 � 4,805 百万円（前期比   1.8%増）

サービス別の状況
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事業報告

サービス別の状況

クラウドシステム

　当サービスの売上高は15,614百万円となり、前期と比較して2,301百万円（17.3％）増加しま
した。これは主に、クラウド開発や運用保守サービス案件が拡大したことや、ソフトバンクグル
ープ向けのシステム開発案件の受注増加によるものです。
　限界利益は5,737百万円となり、前期と比較して811百万円（16.5％）増加しました。クラウ
ド開発や運用保守サービス案件の売上高の拡大や、ソフトバンクグループ向けのシステム開発案
件の増加に伴い、増益となりました。

主な事業内容
法人企業向け情報システムの開発や構築、
運用保守サービスや、モバイルアプリケー
ションサービスの提供、マイクロソフト社ク
ラウドサービスの導入や移行支援、自社
サービスの提供など

構成比

31.8%

13,312
15,614

第30期
（2018.3）

第29期
（2017.3）

17.3%増

前期比

売上高� （百万円）

4,926
5,737

第30期
（2018.3）

第29期
（2017.3）

16.5%増

前期比

限界利益� （百万円）

売上高 �15,614 百万円（前期比 17.3%増）

限界利益 � 5,737 百万円（前期比 16.5%増）
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（2）対処すべき課題

　当社グループが属するICT関連市場は、日々進化する技術と多種多様なサービスの出現により、

その環境がめまぐるしく変化しております。クラウドコンピューティングの普及、情報のデジタ

ル化に伴うビッグデータやAI活用、標的型サイバー攻撃や内部からの情報漏洩の脅威に対する対

策、コンピュータだけでなく家電や車などの様々な「もの」に通信機能を持たせてインターネッ

トに接続させる「IoT（Internet of Things：モノのインターネット）」を利用した新しい価値の創

出など、企業における戦略的なIT活用のニーズが高まっております。

　当社は、2019年３月期を2017年３月期よりスタートしました第２次３か年計画の締め括り

の年度として、「クラウドビジネスへの集約」、「IoTビジネスの開発」、「強固な収益基盤の確立」

の３つを基本戦略に、お客様の本業成長に貢献するビジネスパートナーとして積極的な投資を継

続します。

　パブリッククラウドサービス市場は今後益々
拡大していくことが予想されますが、当社はエ
ンタープライズ企業や官公庁を中心としたお
客様から、クラウドでのデータ活用において多
数の引き合いを獲得しています。これまで蓄積
したノウハウや先端ICT技術の知見を組み合わ
せ、「データアナリティクス」「セキュリティソ
リューション」「クラウドソリューション」の
３つの注力事業をクラウド上で融合することで
付加価値を高め、一層の顧客基盤の拡大・強化
に取り組み、収益性の向上を目指します。

❶ クラウドビジネスへの集約
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事業報告

　お客様の成長に貢献するための先端技
術の習得やプロジェクト管理等の教育、
新規事業立ち上げのための人材採用を積
極的に進めます。また、外部パートナー
との関係性を強化することで、安定的に
開発リソースを確保し、プロジェクト収
益の最大化に努めます。さらに、当社の
技術者は上流工程へシフトを進め、同時
にAI活用による業務効率化を図ることで
オペレーションコストを削減し、利益率
の向上に取り組みます。

❸ 強固な収益基盤の確立

　加速度的な成長が予想されるIoT社会に
おいて、将来を見据えた先端技術の発掘
と開発、および新たな事業モデルの確立
に向けた投資も継続します。多くのお客
様やパートナー企業と実証実験に取り組
むことで、技術的な可能性と付加価値の
創出を追求し、早期に事業モデルを確立
します。

❷ IoTビジネスの開発
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　当期に実施した設備投資の総額は1,014百万円です。その主なものは、ビッグデータやAIを活

用した運用保守サービス開発や農業におけるICTサービス開発などです。

（3）設備投資の状況

期別
区分

第27期
（2015年３月期）

第28期
（2016年３月期）

第29期
（2017年３月期）

第30期
（2018年３月期）

売上高 （百万円） 39,816 45,163 50,225 49,140

経常利益 （百万円） 1,403 2,230 2,286 2,399

親会社株主に
帰属する当期純利益

（百万円） 883 1,405 1,598 1,556

総資産 （百万円） 22,175 25,974 26,807 26,171

純資産 （百万円） 10,974 11,726 13,015 14,532

１株当たり純資産額 （円） 526.29 579.94 638.79 693.64

１株当たり当期純利益 （円） 45.57 72.37 82.16 79.09

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） 45.10 71.73 79.80 76.95

(注)	�2017年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、第27期（2015年３月期）の期首に当該株式分割が行われ
たと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。

（4）財産および損益の状況
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事業報告

①　親会社との関係
　�　当社の親会社はソフトバンクグループ㈱およびソフトバンクグループインターナショナル

(同)です。ソフトバンクグループインターナショナル(同)は当社株式10,735千株（持株比率
54.26％）を直接所有しています。また、ソフトバンクグループ㈱はソフトバンクグループイ
ンターナショナル(同)の親会社であり、当社株式を間接的に所有する親会社です。

　�　当社は、ソフトバンクグループ㈱に対してICTサービスの提供などの取引を行っております。
親会社との取引に当たっては、他の取引相手先同様に、案件に対する原価に販売費および一般
管理費、適正利益、市場動向等を勘案して、販売価格を決定しております。また、価格条件の
算定および決定についても、他の取引先と同様であります。

	 （注）�2018年４月１日付で、ソフトバンクグループインターナショナル（同）は、保有する当社株式のすべてをソフトバンク㈱に現物出資しま

した。これにより、ソフトバンク㈱は当社の親会社に該当することになりました。

②　重要な子会社等の状況

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

M-SOLUTIONS㈱ 100百万円 100.00％
システムの設計・開発および運用サービス、モ
バイルアプリケーション・モバイル動画配信
サービスの提供

フォントワークス㈱ 20百万円 100.00％
デジタルフォント（書体）の企画・開発・販売
および、ソフトウェアの開発、テクニカルサー
ビス、OEM等

㈱環 10百万円 100.00％
ウェブ解析ツールの開発・運営、ウェブサイト
の企画・構築・運営管理、ウェブ解析コンサル
ティングの提供、ウェブ解析士認定講座事業

サイバートラスト㈱ 400百万円 74.52％ IoT事業、OSS/Linux事業、認証・セキュリティ
事業

アソラテック㈱ 60百万円 51.00% 農業におけるICTを活用した課題解決および総
合的なICTサービスの提供

リデン㈱ 15百万円 66.00％
インターネットを利用した農地情報の利活用、
農業経営支援サービスなど、農業成長サイクル
の活性化を支援するICTサービスの提供

（注）	�ミラクル・リナックス㈱とサイバートラスト㈱は、2017年10月１日を効力発生日として、ミラクル・リナックス㈱を存続会社、サイバー
トラスト㈱を消滅会社とする吸収合併を行い、同日付で、商号をサイバートラスト㈱に変更しております。

（5）重要な親会社および子会社等の状況
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　当社グループの主要な事業内容は、15ページから17ページまでに記載のとおりです。

（6）主要な事業内容（2018年３月31日現在）

会社名 主要な拠点等

当社

本社 新宿オフィス（東京都新宿区）

事業所

仙台開発センター（宮城県仙台市）
汐留オフィス（東京都港区）
汐留開発ベース（東京都港区）
汐留開発センター（東京都港区）
大阪オフィス（大阪府大阪市）
名古屋オフィス（愛知県名古屋市）
福岡オフィス（福岡県福岡市）
福岡開発センター（福岡県福岡市）
台湾支店（新北市中和區）

M-SOLUTIONS㈱ 本社 東京都新宿区

フォントワークス㈱ 本社 福岡市博多区

㈱環 本社 東京都新宿区

サイバートラスト㈱ 本社 東京都新宿区

アソラテック㈱ 本社 東京都新宿区

リデン㈱ 本社 東京都新宿区

（7）主要な事業所（2018年３月31日現在）

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

010_0333901103006.indd   22 2018/05/16   22:22:09



23

事業報告

区　分

従業員数 970名

前期末比増減 10名増

平均年齢 38.0歳

平均勤続年数 7.1年

（注）	1．‌�従業員数は就業人員数です。なお、臨時雇用者数（派遣社員・契約社員・アルバ
イト社員）は含まれていません。

	 2．�受入出向者は上記従業員数に含めて記載しています。なお、他社への出向人員は
含まれていません。

858
960 970

前期比
1.0%増

従業員数の推移（名）

第29期
（2017.3）

第30期
（2018.3）

第28期
（2016.3）

（8）従業員の状況（2018年３月31日現在）

借入先 借入金残高

㈱みずほ銀行 345百万円

（9）主要な借入先の状況（2018年３月31日現在）
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①　発行可能株式総数	 85,121,600株

②　発行済株式の総数	 22,085,600株
	 （自己株式2,301,242株を含む）

③　株主数	 5,500名
	 （前期末比484名増）

④　大株主

株主名 持株数（株） 持株比率

ソフトバンクグループインターナショナル（同） 10,735,000 54.26％
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 1,719,000 8.69％
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 636,100 3.22％
石川　憲和 240,000 1.21％
ビービーエイチ フオー フイデリテイ ロー 
プライスド ストツク フアンド 234,300 1.18％

チェース マンハッタン バンク ジーティーエス 
クライアンツ アカウント エスクロウ 178,384 0.90％

CACEIS BANK LUXEMBOURG BRANCH/
UCITS CLIENTS 166,476 0.84％

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口５） 155,600 0.79％
オーディー11エスエスビークライアントオム
ニバス88163 150,700 0.76%

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口１） 143,800 0.73%
（注）	１．持株比率は自己株式（2,301,242株）を控除して計算しています。
	 ２．�JPモルガン・アセット・マネジメント㈱から、2018年２月６日付で提出された変更報告書により、同社が1,580,196株をJPモルガン

証券㈱およびジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・ピーエルシーと共同保有している旨の報告を受けております。しかし、当
社として当期末における同社の実質所有株式数の確認ができていないため、上記大株主には含めておりません。

	 ３．�ソフトバンクグループインターナショナル（同）は、2018年４月１日付で保有する当社株式の全てをソフトバンク㈱に現物出資しまし
た。これにより、ソフトバンク㈱が当社の大株主に該当することになりました。

	 ４．�当社は、2017年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

●所有者別持株比率（2018年３月31日現在）

その他国内法人
48.82％

金融機関
14.00％

自己株式
10.42％

外国法人
8.45％

個人
その他
17.22％

証券会社
1.04％

外国個人
0.05％

2 会社の現況

（1）株式の状況（2018年３月31日現在）
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事業報告

（2）新株予約権等の状況

新株予約権等の状況につきましては、法令および定款第16条の規定に基づき、インターネッ

ト上の当社ウェブサイト（http://www.softbanktech.co.jp/）に掲載しています。

①　取締役および監査役の状況（2018年３月31日現在）

地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 阿　多　親　市
最高経営責任者（CEO）執行役員
サイバートラスト㈱代表取締役社長
フォントワークス㈱取締役　アソラテック㈱取締役

取締役 佐　藤　光　浩

常務執行役員 兼 CSO 兼 技術統括 兼 ストラテジックパー
トナー本部長 
M-SOLUTIONS㈱ 代表取締役社長
フォントワークス㈱取締役　㈱環 代表取締役社長

取締役 後　藤　行　正 常務執行役員 兼 営業統括 
M-SOLUTIONS㈱取締役

（3）会社役員の状況

⑤　その他株式に関する重要事項

　�　当社は、2017年４月26日開催の取締役会決議に基づき、2017年６月１日付で、普通株

式１株に付き２株の割合で株式分割を行っております。これにより、発行済株式の総数は

10,897,000株増加しております。また、当該株式分割に伴い、同日付で定款を変更し、発

行可能株式総数は42,560,800株増加し、85,121,600株となっております。
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地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

取締役 眞　柄　泰　利 常務執行役員 兼 Research & Business Development本部長
サイバートラスト㈱取締役上級副社長

取締役 鈴　木　茂　男
取締役 宗　像　義　恵 ビーグローブ㈱代表取締役

常勤監査役 上　野　光　正 公認会計士
監査役 葊　瀨　治　彦 公認会計士
監査役 中　野　通　明 虎ノ門南法律事務所パートナー

監査役 三　村　一　平
ソフトバンクグループ㈱関連事業部　部長
ベクター取締役
サイジニア㈱監査役

（注）	１．�長田隆明氏、青木克志氏および三木雄信氏は、2017年６月19日開催の第29期定時株主総会終結の時をもって任期満了により取締役
を退任しました。また取締役眞柄泰利氏および宗像義恵氏は、同日付で新たに取締役に選任され、就任しました。

	 ２．�取締役鈴木茂男氏および宗像義恵氏は、社外取締役です。また監査役上野光正氏、葊瀨治彦氏および中野通明氏は、社外監査役です。
	 ３．�当社は、取締役鈴木茂男氏、宗像義恵氏、監査役上野光正氏、葊瀨治彦氏および中野通明氏を、㈱東京証券取引所が指定を義務付ける

一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として届け出ています。
	 ４．�取締役宗像義恵氏、監査役上野光正氏および葊瀨治彦氏の重要な兼職の状況は、上記のほか、後記「④ 社外役員に関する事項」に記載

しています。
	 ５．�監査役上野光正氏および葊瀨治彦氏は、公認会計士の資格を有しており、三村一平氏はその職務経験により、財務および会計に関する

相当程度の知見を有しています。
	 ６．�取締役阿多親市氏は、2014年８月１日付で当社連結子会社であったミラクル・リナックス㈱の取締役に就任しておりましたが、2017

年10月１日付で実施された当社連結子会社サイバートラスト㈱とミラクル・リナックス㈱の吸収合併に伴い、同日付でサイバートラス
ト㈱の代表取締役に就任いたしました（同合併では、ミラクル・リナックス㈱を存続会社とし、新会社をサイバートラスト㈱に商号変
更しております。）。なお、同氏は、2018年４月１日付で同社の代表取締役の地位のみを辞任しております。これに伴い、取締役眞柄
泰利氏が同社の代表取締役社長に就任しております。また、取締役佐藤光浩氏および後藤行正氏は、それぞれ2016年６月14日付およ
び2014年８月20日付でミラクル・リナックス（株）の取締役に就任しておりましたが、上記合併に伴い、2017年９月30日付で同社
の取締役を辞任しております。

	 ７．当期中に次のとおり取締役の担当の異動がありました。

氏名 新 旧 異動年月日

佐藤　光浩 常務執行役員 兼 CSO 兼 技術統括 兼 ストラテ
ジックパートナー本部長

常務執行役員 兼 CSO 兼 技術統括 兼 ストラテ
ジックパートナー本部長 兼 PMパートナー本部長 2017年４月１日

後藤　行正 常務執行役員 兼 営業統括 常務執行役員 兼 
営業統括 兼 第１営業本部長 2017年４月１日

眞柄　泰利 常務執行役員 兼
Research & Business Development本部長 ― 2017年４月１日

	 ８．事業年度の末日後に次のとおり取締役の担当の異動がありました。
			  2018年４月１日付　佐藤光浩氏　副社長執行役員 兼 CSO 兼 技術統括
			  2018年４月１日付　眞柄泰利氏　担当なし
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事業報告

②　責任限定契約の内容の概要 

　�　当社は、各社外取締役および各監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しています。

　�　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各社外取締役については定款第29条第２項た

だし書きに基づき、1,000万円または法令が規定する最低責任限度額のいずれか高い金額と

し、監査役については定款第37条第２項ただし書きに基づき、100万円または法令が規定す

る最低責任限度額のいずれか高い額としています。

③　取締役および監査役の報酬等の総額

区分 支給人員 当期に係る報酬等の額

取締役 ９名 112百万円

監査役 ３名  17百万円

合計 12名 130百万円

（注）	１．上記の支給人員には、2017年６月19日開催の第29期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役３名を含んでいます。
	 ２．�取締役の報酬等の額には、従業員兼務取締役の従業員分給与は含まれていません。また、ストックオプションとして付与した新株予約

権に係る当期中の費用計上額（0.8百万円）を含んでいます。
	 ３．�上記のうち、社外役員に対する報酬等の総額は６名31百万円です。
	 ４．�報酬等の限度額は、1999年６月20日開催の第21期定時株主総会において、取締役が年額400百万円（従業員分給与を除く。）、監査

役が年額40百万円と決議いただいています。また、それとは別枠として、取締役のストックオプションのための報酬等の限度額は、
2012年６月20日開催の第24期定時株主総会において、年額80百万円（従業員分給与を除く。）と決議いただいています。
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④　社外役員に関する事項

　イ　他の法人等の業務執行取締役等との重要な兼職の状況

地位および氏名 他の法人等の兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

取締役
宗 像 義 恵

ビーグローブ㈱代表取締役
なお、同社と当社との間に特別な関係はありません。

　ロ　他の法人等の社外役員との重要な兼職の状況

地位および氏名 他の法人等の兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

監査役
上 野 光 正

㈱富士通ビー・エス・シー取締役監査等委員
なお、同社と当社との間に特別な関係はありません。

監査役
葊 瀨 治 彦

㈱シーイーシー監査役
なお、同社と当社との間に特別な関係はありません。

　ハ　当期における主な活動状況

地位および氏名 主な活動状況

取締役
鈴 木 茂 男

当期開催の取締役会12回のうち11回に出席し、当社の属するIT業界に関する幅広い経験
および見識を活かして、事業運営に関して適宜発言を行っています。

取締役
宗 像 義 恵

取締役への就任後開催の取締役会10回のすべてに出席し、当社の属するIT業界に関する幅
広い経験および見識を活かして、事業運営に関して適宜発言を行っています。

監査役
上 野 光 正

当期開催の取締役会12回のすべてに、また監査役会12回のすべてに出席し、主に財務お
よび会計に関する専門的見地から適宜発言を行っています。

監査役
葊 瀨 治 彦

当期開催の取締役会12回のすべてに、また監査役会12回のすべてに出席し、主に財務お
よび会計に関する専門的見地から適宜発言を行っています。

監査役
中 野 通 明

当期開催の取締役会12回のすべてに、また監査役会12回のすべてに出席し、弁護士とし
ての企業法務に関する専門的見地から適宜発言を行っています。
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事業報告

①　名称

　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

当期に係る会計監査人の報酬等の額 36百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

55百万円

（注）	1.	� 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分して
おらず、実質的にも区分できませんので、当期に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しています。

	 2.	� 当社監査役会は、取締役会、社内関係部署および会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の前期におけ
る職務執行状況や報酬実績を確認し、当期における監査計画の内容、報酬見積の算出根拠の適正性等を検討した結果、これらについて
適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399条第１項の同意を行っております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　�　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。

　�　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨および
その理由を報告いたします。

（4）会計監査人の状況
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　業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要につきましては、法令および

定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.softbanktech.

co.jp/）に掲載しています。

(注) �本事業報告中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて、また、記載比率は表示桁未満を四捨五入して表示しています。 

3 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
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連結計算書類

連結貸借対照表（2018年３月31日現在）
（単位：千円）

科目 金額

【資産の部】

流動資産 18,879,959

現金及び預金 7,606,554

受取手形及び売掛金 9,503,786

商品 38,019

仕掛品 245,521

繰延税金資産 425,868

その他 1,062,356

貸倒引当金 △2,145

固定資産 7,291,124

有形固定資産 1,188,397

建物 495,018

器具及び備品 693,379

無形固定資産 3,078,219

のれん 865,965

ソフトウエア 1,192,113

ソフトウエア仮勘定 328,771

顧客関連資産 463,017

その他 228,350

投資その他の資産 3,024,508

投資有価証券 1,091,045

繰延税金資産 281,032

その他 1,652,429

資産合計 26,171,084

科目 金額

【負債の部】
流動負債 10,429,343

買掛金 5,510,396
1年内返済予定の長期借入金 320,400
リース債務 362,068
未払金 788,572
未払法人税等 602,871
前受金 1,546,919
賞与引当金 797,140
受注損失引当金 24,923
瑕疵補修引当金 7,899
資産除去債務 28,968
その他 439,183

固定負債 1,209,018
長期借入金 24,700
リース債務 8,417
繰延税金負債 141,245
長期前受金 699,588
退職給付に係る負債 42,609
資産除去債務 278,835
その他 13,622

負債合計 11,638,362
【純資産の部】

株主資本 13,714,253
資本金 885,364
資本剰余金 859,538
利益剰余金 13,200,330
自己株式 △1,230,979

その他の包括利益累計額 9,026
その他有価証券評価差額金 4,865
為替換算調整勘定 4,161

新株予約権 123,149
非支配株主持分 686,292
純資産合計 14,532,722
負債純資産合計 26,171,084

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結損益計算書（2017年４月１日から2018年３月31日まで）
（単位：千円）

科目 金額

売上高 49,140,709
売上原価 41,192,037

売上総利益 7,948,671
販売費及び一般管理費 5,772,326

営業利益 2,176,345
営業外収益 268,033

受取利息 605

受取配当金 450

持分法による投資利益 239,047

保険配当金 4,847

補助金収入 12,629

その他 10,453

営業外費用 45,010
支払利息 13,331

為替差損 26,042

その他 5,637

経常利益 2,399,367
特別利益 20,670

投資有価証券売却益 20,670

特別損失 40,721
減損損失 27,067

中途解約違約金 13,653

税金等調整前当期純利益 2,379,317
法人税、住民税及び事業税 729,874

法人税等調整額 12,056

当期純利益 1,637,385

非支配株主に帰属する当期純利益 80,729

親会社株主に帰属する当期純利益 1,556,656
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結計算書類

連結株主資本等変動計算書（2017年４月１日から2018年３月31日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2017年４月１日期首残高 785,238 695,566 11,938,762 △872,336 12,547,231
当期変動額

新株の発行 
（新株予約権の行使） 100,126 100,126 ― ― 200,252

剰余金の配当 ― ―  △295,088 ―  △295,088
親会社株主に帰属する
当期純利益 ― ― 1,556,656 ― 1,556,656

自己株式の取得 ― ― ―  △358,643  △358,643
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 ― 63,845 ― ― 63,845

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 100,126 163,971 1,261,567  △358,643 1,167,021
2018年３月31日期末残高 885,364 859,538 13,200,330  △1,230,979 13,714,253

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益

累計額合計
2017年４月１日期首残高 15,644 3,719 19,363 108,797 340,488 13,015,882
当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使） ― ― ― ― ― 200,252

剰余金の配当 ― ― ― ― ―  △295,088
親会社株主に帰属する
当期純利益 ― ― ― ― ― 1,556,656

自己株式の取得 ― ― ― ― ―  △358,643
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 ― ― ― ― ― 63,845

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）  △10,779 442  △10,336 14,351 345,803 349,818

当 期 変 動 額 合 計  △10,779 442  △10,336 14,351 345,803 1,516,840
2018年３月31日期末残高 4,865 4,161 9,026 123,149 686,292 14,532,722

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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計算書類

貸借対照表（2018年３月31日現在）
（単位：千円）

科目 金額

【資産の部】
流動資産 15,227,025

現金及び預金 5,189,162
受取手形 7,973
売掛金 8,597,169
商品 32,796
仕掛品 231,421
前払費用 833,069
繰延税金資産 283,905
未収入金 6,316
その他 45,294
貸倒引当金  △86

固定資産 8,712,971

有形固定資産 944,938
建物 388,532
器具及び備品 556,405

無形固定資産 741,441
ソフトウエア 630,602
ソフトウエア仮勘定 98,028
その他 12,810

投資その他の資産 7,026,592
投資有価証券 699,964
関係会社株式 4,703,056
長期前払費用 537,556
繰延税金資産 209,211
差入保証金 876,803

資産合計 23,939,996

科目 金額

【負債の部】
流動負債 9,917,463

買掛金 5,347,923
短期借入金 800,000
1年内返済予定の長期借入金 320,400
リース債務 361,361
未払金 639,893
未払費用 132,196
未払法人税等 368,215
前受金 1,138,469
預り金 15,959
賞与引当金 591,031
受注損失引当金 9,766
瑕疵補修引当金 7,899
その他 184,346

固定負債 919,517
長期借入金 24,700
リース債務 7,129
長期前受金 565,241
資産除去債務 223,817
その他 98,628

負債合計 10,836,981
【純資産の部】

株主資本 12,978,693
資本金 885,364
資本剰余金 963,013
資本準備金 963,013

利益剰余金 12,361,294
利益準備金 5,935
その他利益剰余金 12,355,359

　繰越利益剰余金 12,355,359
自己株式 △1,230,979

評価・換算差額等 4,572
その他有価証券評価差額金 4,572

新株予約権 119,749
純資産合計 13,103,015
負債純資産合計 23,939,996

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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計算書類

損益計算書（2017年４月１日から2018年３月31日まで）
（単位：千円）

科目 金額

売上高 44,157,801

売上原価 38,950,427

売上総利益 5,207,373

販売費及び一般管理費 3,552,160

営業利益 1,655,212

営業外収益 322,063

受取利息 34

受取配当金 300,472

保険配当金 4,847

補助金収入 12,629

その他 4,079

営業外費用 40,719

支払利息 13,806

為替差損 24,020

その他 2,892

経常利益 1,936,556

特別利益 226,985

投資有価証券売却益 12,705

関係会社株式売却益 214,279

特別損失 24,821

減損損失 23,913

その他 907

税引前当期純利益 2,138,720

法人税、住民税及び事業税 558,533

法人税等調整額 19

当期純利益 1,580,167
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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株主資本等変動計算書（2017年４月１日から2018年３月31日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2017年４月1日期首残高 785,238 862,887 862,887 5,935 11,070,280 11,076,215  △872,336 11,852,006
当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使） 100,126 100,126 100,126 － － － － 200,252

剰余金の配当 － － － －  △295,088  △295,088 －  △295,088
当期純利益 － － － － 1,580,167 1,580,167 － 1,580,167
自己株式の取得 － － － － － －  △358,643  △358,643
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） － － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 100,126 100,126 100,126 － 1,285,079 1,285,079  △358,643 1,126,687
2018年３月31日期末残高 885,364 963,013 963,013 5,935 12,355,359 12,361,294 △1,230,979 12,978,693

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2017年４月1日期首残高 17,540 17,540 105,397 11,974,945
当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使） － － － 200,252

剰余金の配当 － － －  △295,088
当期純利益 － － － 1,580,167
自己株式の取得 － － －  △358,643
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）  △12,967  △12,967 14,351 1,383

当 期 変 動 額 合 計  △12,967  △12,967 14,351 1,128,070
2018年３月31日期末残高 4,572 4,572 119,749 13,103,015

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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監査報告書

連結計算書類に係る会計監査報告

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ソフトバンク・テクノロジー株式会社の平成29年４月
１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、ソフトバンク・テクノロジー株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

ソフトバンク・テクノロジー株式会社

取 締 役 会 御中

平成30年５月８日

独立監査人の監査報告書

有限責任監査法人　ト ー マ ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 望　月　明　美 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 朽　木　利　宏 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 下　平　貴　史 ㊞
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計算書類に係る会計監査報告

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ソフトバンク・テクノロジー株式会社の平成29
年４月１日から平成30年３月31日までの第30期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属
明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属
明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

ソフトバンク・テクノロジー株式会社

取 締 役 会 御中

平成30年５月８日

独立監査人の監査報告書

有限責任監査法人　ト ー マ ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 望　月　明　美 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 朽　木　利　宏 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 下　平　貴　史 ㊞ 事

業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

監
査
報
告
書

010_0333901103006.indd   38 2018/05/16   22:22:10



39

監査報告書

監査役会の監査報告

　当監査役会は、2017年４月１日から2018年３月31日までのソフトバンク・テクノロジー株式会社の第30期事
業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致
した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）�監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける

ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

（2）�各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部
監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。

①　�取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　�事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整
備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　�会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、連結計算書類（連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）並びに計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

2.　監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　�内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに

関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）連結計算書類の監査結果
	 会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）�計算書類及びその附属明細書の監査結果
	 会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2018年５月９日

（注）監査役上野光正、葊瀨治彦及び中野通明は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

ソフトバンク・テクノロジー株式会社　監査役会

監　査　報　告　書

常勤監査役 上　野　光　正 ㊞
監査役 葊　瀨　治　彦 ㊞
監査役 中　野　通　明 ㊞
監査役 三　村　一　平 ㊞

以　上
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抜弁天通り抜弁天通り

職安通り職安通り

靖国通り
靖国通り

イーホテル東新宿イーホテル東新宿

明治通り郵便局明治通り郵便局

日清食品 東京本社日清食品 東京本社
新宿文化センター新宿文化センター

ホテルサンルート東新宿ホテルサンルート東新宿

花園神社花園神社 東京医科大学東京医科大学

Ａ3出口（地下２階）直結

「新宿三丁目駅」Ｅ1出口
（東京メトロ丸ノ内線・副都心線、
都営新宿線）

新宿6丁目

鬼王神社前
都営大江戸線
東新宿駅
都営大江戸線
東新宿駅

東京メトロ副都心線
東新宿駅

東京メトロ副都心線
東新宿駅

株主総会会場ご案内図

会 場 新宿イーストサイドスクエア　17階　当社セミナールーム
東京都新宿区新宿六丁目27番30号　電話　03-6892-3050（代）

明
治
通
り

明
治
通
り

至
新
宿
三
丁
目
駅

至
新
宿
三
丁
目
駅

新宿
イーストサイド
タワー

新宿
イーストサイド
タワー

館内ご案内図

１Ｆ

Ｂ１Ｆ

東新宿駅
（地下2階）より

新宿三丁目駅
（地上）より

エスカレーターで
1Fへ

新宿イーストサイドスクエア

オフィスエントランスロビー

オフィスエントランスロビー

オフィスエントランスロビー

オフィスエントランスロビー

サンクンガーデン

サンクンガーデン

高品位でバラエティ豊かなフォント
ラインナップ
フォントワークス㈱のフォントを採
用しています。

交通のご案内
 大江戸線　  副都心線 「東新宿駅」Ａ３出口直結

 丸ノ内線　  副都心線　  都営新宿線「新宿三丁目駅」Ｅ１出口より徒歩６分

新宿イーストサイドスクエア１Ｆにお越しのうえ、East側エレベーターにて17階までお越しください。
LETS ロゴ
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